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１０月３０日（水）１４：００～１４：４５　第１回　検数労連１９冬季一時金交渉


『検数の基本は人への投資！』月例賃金の補填、生活補給金として要求に沿った『高い次元での安定した一時金』を求める！





























　１０月３０日（水）第１回検数労連１９冬季一時金交渉で、両協会に対し要求書を提出し、交渉を行いました。


　要求趣旨説明では要旨、次のような説明をしました。


昨今の検数情勢として、輸送の効率化から内陸倉庫での作業が多くなっていることから港頭地区での作業が減少する『港湾の素通り化』が進んでいることや、輸出鋼材の生産調整による減少。更には中国向けの廃プラ検査業務の激減など厳しい状況となっています。




































































第１回労連一時金交渉








２０１９年１０月３０日





２０１９年冬季一時金要求書（抜粋）





　２０１９年冬季一時金および諸労働条件の改善について、下記の通り要求いたします。





１．冬季一時金について


（１）要求方式と要求額について


　①　日　検


（本給+家族手当）×3.00ヶ月＋一律10万円＋都市加算


　②　全日検


職員Ａ


（本給+家族手当）×3.00ヶ月＋一律10万円＋都市加算


　職員Ｂ


（本給+地域年齢手当）×3.00ヶ月＋一律10万円＋都市加算


　③　都市加算の支給区分と金額については、別表の通りとすること。


　④　職員以外の従業員は、職員に準じて支給すること。





（２）支給条件について


　①　長期病欠者に対して、各々の支給基準の70％を支給すること。


　②　通勤災害による休業者についても労災休業者と同一取り扱いとすること。


　③　一切の協会査定（特別評価）は行わないこと。


　④　転勤者の取り扱いについては、計算期間中のそれぞれの所属地の地域区分に基づく日割り計算、または１２月１日現在所属地の地区区分かのいずれか有利な方を適用すること。





（３）支給日について


　　　２０１９年１２月１０日（火）とすること。


以上










































































しかしながら、職場では検数付帯作業の増加による人員不足が進行し、休暇すらまともに取得することができない状況が見受けられ、従業員の間では強い不満の声が上がっています。


また、働き方改革による残業規制によって、実質賃金が目減りしており、多くの従業員から『現状の厳しい生活から脱したい』との声が上がっていることも事実です。


　生活給の減少は従業員の離職に繋がり、労働者供給事業的な意味合いが強い両


協会においては大きなダメ










































































　今回の要求書で乗率を小数点以下２位まで記載している意味として、職場では少数点以下までしっかりと乗率回答を検討してほしい














【組合主張】





―ジに繋がりかねません。


　組合は様変わりする業務形態への変化を一定の好機と捉え、『検数の基本は人への投資』であることを労使の共通項としたうえで実践していくことが企業の繁栄につながるものと確信しています。










































































という強い思いがある。


　人材確保の観点から、要求趣旨説明にもあるように『検数の基本は人への投資』という意味をしっかりと理解してもらったうえで、要求に沿った回答を構築するよう求める。


　働き方改革の影響や１０月からの消費税増税によって、従業員の生活はこれまで以上に苦しい状況に置かれている。


　一時金は日々の生活賃金の後払いであり、生活給の補填という意味合いからも『高い次元での安定した一時金』が求められる。よって、要求に沿った回答の構築を求める。


　両協会を取り巻く事業環境から、今後は従来の検数作業に軸を置くのか、それとも内陸等の新規業務に軸を置くのかが問われてきている。我々としては今まで通り港湾での作業を軸にとも考えているが、今一時金を皮切りに労使で腹を割った協議もしていきたいと考えている。


　今冬季一時金については、『人材への投資』という思いを全面的に出した回答の構築を求める。


　９月と１０月に発生し、関東地方を中心に甚大な被害をもたらせた台風について、災害を理由にした当該地域への厳しい一時金対応については『反対』の立場を表明する。





















































































































































次回交渉


１１月５日（火）０９：３０～　　第２回検数労連１９冬季一時金交渉。（基礎数字の提示）


※１９冬季一時金に対するスト権集約について、１１月１日（金）１７：００までに中央本部へ


メールまたはファックスにて報告をお願いします。

















　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


